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1 北海道建設業サポートセンターの運営

2 メールマガジンの配信

3 北海道中小企業総合支援センター事業費補助金

4 移動中小企業経営相談事業

5 中小企業総合振興資金

6 小規模企業者等設備貸与事業

7 高度化資金貸付事業

8 建設業経営効率化庁内連携会議の開催

9 地方建設業経営効率化協議会の開催

10 経常建設共同企業体の活用

11 競争入札参加資格審査における合併企業に対する優遇措置

12 早期の単価変更による、実勢を反映した労務単価による積算

13 設計資材単価の毎月改定と予定価格の適切な設定

14 不調・不落等の工事における見積りを活用した入札の検討

15 遠隔地からの労働者・建設資材等の調達に伴う設計変更

16 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注

17 三者検討会の開催

18 設計変更確認会議の実施

19 中小企業者等に対する受注機会の確保

20 下請における道内建設業者の活用

21 他の機関への受注機会確保の要請

22 高断熱・高気密の特性を活かした住宅関連事業の拡大

23 既存住宅の性能向上リフォーム・流通の促進

24 サービス付き高齢者向け賃貸住宅の普及促進

25 循環型の住宅市場の形成

26 ICTを活用した工事現場での施工や書類作成の省力化による
生産性の向上

27 建設業担い手対策支援事業

28 建設現場における現場打ちコンクリートの生産性の向上

29 プレキャスト工法活用拡大の検討

30 受発注者間の書類等の簡素化

31 公共工事における新技術の積極的な活用

32 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

33 優れた企業や現場技術者に対する表彰

34 優れた企業や現場技術者に対する表彰【再掲】

35 競争入札参加資格審査における技術力の評価

36 競争入札参加資格審査における合併企業に対する優遇措置【再掲】

37 総合評価落札方式での技術力の評価

38 経常建設共同企業体の活用【再掲】

39 公共工事における新技術の積極的な活用【再掲】

40 北方型住宅・きた住まいる制度の推進

41 住宅技術講習会の開催

(2)生産性の向上

「北海道建設産業支援プラン２０１８」施策と推進事業体系図(令和3年度(2021年度))

(3)技術力の向上

施　　　策 推　　進　　事　　業

(1)経営力の向上

１　将来に続く経営力の強化
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42 テレワーク環境整備事業

43 働き方改革関連特別相談窓口の設置

44 非正規雇用労働者正社員化等推進事業

45 中小企業労働福祉推進事業

46 中小企業労働相談

47 誰もが働きやすい職場環境づくり事業

48 建設雇用改善優良事業所知事表彰

49 ICTを活用した工事現場での施工や書類作成の省力化による
生産性の向上【再掲】

50 週休2日工事の導入

51 労働環境改善プロジェクトの実施

52 適切な賃金水準を確保するための調査の実施

53 適切な賃金水準の確保の要請

54 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

55 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）

56 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価

57 建設業退職金共済制度実態調査

58 社会保険加入状況の「見える化」

59 社会保険未加入企業への指導等

60 一人親方等の安全及び健康の確保

61 建設キャリアアップシステムの周知

62 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会

63 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

64 メールマガジンの配信【再掲】

65 建設業担い手対策支援事業【再掲】

66 建設産業担い手対策推進事業

67 若年労働者雇用対策事業（北海道就業支援センター事業）

68 人材誘致促進事業

69 北海道Ｕ・Ｉターンフェア（合同企業説明会）

70 ＵＩＪターン新規就業支援事業

71 北海道短期おしごと情報サイト

72 異業種チャレンジ奨励事業

73 外国人材採用相談会の開催（外国人材確保支援事業費）

74 海外人材確保緊急支援モデル事業

75 住宅、社会資本整備等のパネル展の開催

76 出前講座の実施

77 学生等を対象とした建設現場見学会への支援

78 高校生就業体験活動推進事業

79 高校生建築デザインコンクール事業

80 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

81 冬期増嵩経費措置事業

82 季節労働者通年雇用促進地域対策事業

(2)技術をつなぐ担い手の確保

２　技術をつなぐ担い手確保･育成
　　の強化

(1)誰もが輝ける働き方改革の
　推進
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83 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会【再掲】

84 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

85 メールマガジンの配信【再掲】

86 週休2日工事の導入【再掲】

87 道立高等技術専門学院における建設関連人材育成

88 事業内職業訓練事業費補助

89 技能士重用制度

90 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

91 産業貢献賞（労働関係功労者）

92 建設業担い手対策支援事業【再掲】

93 建設産業担い手対策推進事業【再掲】

94 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会【再掲】

95 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

96 メールマガジンの配信【再掲】

97 建設業担い手対策支援事業【再掲】

98 建設産業担い手対策推進事業【再掲】

99 男女平等参画社会づくり推進事業

100 北の女性活躍サポート事業

101 誰もが働きやすい職場環境づくり事業【再掲】

102 女性が働きやすい職場環境づくり

103 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

104 総合評価落札方式での災害対応等の評価

105 防災協定の拡充

106 防災教育、防災訓練等

107 長寿命化計画における中長期的需要見通しの明示

108 中小企業向けＢＣＰ普及促進、策定支援

109 地域建設業と市町村との連携強化

110 市町村への総合評価落札方式等の入札制度の周知

111 担い手３法の趣旨の周知

(3)技術をつなぐ担い手の育成

(4)北の輝く女性の活躍推進

３　地域の安全･安心の確保

(1)地域力の強化

(2)市町村との連携強化
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112 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

113 メールマガジンの配信【再掲】

114 新分野進出取組事例の紹介

115 北海道中小企業総合支援センター事業費補助金【再掲】

116 中小企業競争力強化促進事業

117 地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業(新産業創造事業)）

118 循環資源利用促進設備整備費補助金

119 リサイクル技術研究開発補助金

120 リサイクル産業創出事業費補助金

121 環境エネルギー総合支援事業

122 中小企業総合振興資金【再掲】

123 北海道リサイクル製品認定制度・北海道リサイクルブランド認定制度

124 北海道リサイクル製品認定支援事業費補助金

125 リサイクルアドバイザー派遣事業

126 高断熱・高気密の特性を活かした住宅関連事業の拡大【再掲】

127 競争入札参加資格審査における地域貢献の加点措置

128 建設業法など関係法制度の遵守の指導

129 「建設業法令遵守ガイドライン」及び「発注者・受注者間における
建設業法令遵守ガイドライン」の周知徹底

130 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

131 建設工事下請状況等調査

132 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

133 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

134 建設業法に基づく監督処分の厳正な対応

135 建設ホットラインの活用

136 「建設産業における生産システム合理化指針」の周知徹底

137 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

138 建設工事下請状況等調査【再掲】

139 施工体制点検・確認要領に基づく点検

140 建設業法など関係法制度の遵守の指導【再掲】

141 建設ホットラインの活用【再掲】

142 「建設業等における構造改善推進懇談会」の開催

143 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

144 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

145 暴力団排除の徹底

146 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

147 建設業法など関係法制度の遵守の指導【再掲】

148 建設工事下請状況等調査【再掲】

149 施工体制点検・確認要領に基づく点検【再掲】

150 建設業法に基づく監督処分の厳正な対応【再掲】

151 指名停止等の適正な運用

152 「建設産業における生産システム合理化指針」の周知徹底【再掲】

153 建設ホットラインの活用【再掲】

(1)新分野や道外などへの進出

４　建設産業の環境整備

(2)法令遵守の徹底

(3)適正な施工体制

(4)不良・不適格業者の排除
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154 建設業経営効率化庁内連携会議の開催【再掲】

155 地方建設業経営効率化協議会の開催【再掲】

156 三者検討会の開催【再掲】

157 トータルマネジメント委員会の開催

158 ICTを活用した工事現場での施工や書類作成の省力化による
生産性の向上【再掲】

159 建設現場における現場打ちコンクリートの生産性の向上【再掲】

160 プレキャスト工法活用拡大の検討【再掲】

161 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

162 債務負担行為の活用

163 CIM等の新しい設計、施工のあり方の検討

164 受発注者間の書類等の簡素化【再掲】

165 設計変更確認会議の実施【再掲】

166 ワンデーレスポンスの実施

167 競争入札参加資格審査における担い手確保の加点措置

168 競争入札参加資格審査における女性の活躍推進の加点措置

169 新規雇用や若年技術者の配置を優遇した総合評価落札方式の
入札実施

170 競争入札参加資格者を社会保険等の加入者に限定

171 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

172 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

173 元請及び下請企業に係る社会保険未加入対策の促進

174 女性が働きやすい職場環境づくり【再掲】

175 競争入札参加資格審査における働き方改革推進の加点措置

176 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

177 一人親方等の安全及び健康の確保【再掲】

178 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

179 早期の単価変更による、実勢を反映した労務単価による積算【再掲】

180 設計資材単価の毎月改定と予定価格の適切な設定【再掲】

181 不調・不落等の工事における見積りを活用した入札の検討【再掲】

182 遠隔地からの労働者・建設資材等の調達に伴う設計変更【再掲】

183 適切な賃金水準を確保するための調査の実施【再掲】

184 適切な賃金水準の確保の要請【再掲】

185 技能士重用制度【再掲】

186 競争入札参加資格審査における通年雇用化の実績のある企業への
優遇措置

187 競争入札参加資格審査における人材育成の加点措置

188 長寿命化計画における中長期的需要見通しの明示【再掲】

189 道路メンテナンス事業補助

190 北海道維持管理業務連絡協議会との意見交換

191 防災協定の拡充【再掲】

192 総合評価落札方式での災害対応等の評価【再掲】

193 競争入札参加資格審査における防災活動等の加点措置

194 市町村への総合評価落札方式等の入札制度の周知【再掲】

(4)地域の安全・安心の確保

(3)担い手確保・育成に関する取組

(1)「建設業経営効率化」の取組

(2)生産性の向上の取組

５　発注者としての取組
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195 暴力団排除の徹底【再掲】

196 指名停止等の適正な運用【再掲】

197 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

198 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

199 建設工事下請状況等調査【再掲】

200 一般競争入札の実施

201 中小企業者等に対する受注機会の確保【再掲】

202 一般競争入札における適切な地域要件の設定

203 総合評価落札方式での技術力の評価【再掲】

204 施工体制点検・確認要領に基づく点検【再掲】

205 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

(5)透明で公正な競争の促進
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

１　将来に続く経営力の強化
(1)経営力の向上 1 北海道建設業

サポートセンター
の運営

建設産業支援の総合的な窓口である「北海道建設
業サポートセンター」において各種支援施策などの
情報提供や、中小企業診断士、公認会計士による
指導・助言などを行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

2 メールマガジンの
配信

建設産業の役割、重要性の発信や、各種支援施策
などの情報をタイムリーに提供するため、メールマ
ガジン「建設業チャレンジ通信『道知るべ』」を発行す
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

3 北海道中小企業
総合支援センター
事業費補助金

中小企業・小規模事業者の経営資源の確保等を支
援するため、中小企業支援法に基づき（公財）北海
道中小企業総合支援センターが行う総合相談等の
各種支援事業に助成する。
○総合コーディネート事業
　　中小企業・小規模事業者の経営・法律・下請取
　引などの課題についての相談対応とともに診断・
　助言を行う。

経済部　地域経済局
中小企業課
経営支援係
（２６－２２３）

4 移動中小企業経営
相談事業

中小企業者に対し道の融資制度、経営指導事業の
周知を図るとともに、個別企業ごとに金融の相談及
び経営に関する助言・指導等を行い、中小企業の経
営の安定、金融の円滑化を図る。

経済部　地域経済局
中小企業課
金融係
（２６ー３６４）

5 中小企業総合振興
資金

中小企業者等の経営基盤の強化、事業の活性化を
図るため、金融機関を通じ必要な事業資金等を融
資する。
【融資対象者】
　・道内に事業所を有する中小企業者等
　・許認可等を要する事業にあっては、その許認可
　等を受けている者
　・北海道信用保証協会の保証対象業種に属する
　事業を営んでいる者
【資金の種類】
　・ライフステージ対応資金（創業期、成長・発展
　 期、事業再生期）、経済環境変化対応資金、
　 一般経営資金
【融資限度額】　　2,000万円～16億円
【融資期間】　　２０年以内
【融資利率】　　1.0％～2.1％

経済部　地域経済局
中小企業課
金融係
（２６ー３６４）

6 小規模企業者等
設備貸与事業

小規模企業者等の創業又は経営の革新に必要な
設備の導入を支援するため、（公財）北海道中小企
業支援センターが設備を購入し、小規模企業者等
に設備を割賦販売またはリースで貸与する。
＜共通事項＞
【対象者】
　常時使用する従業員数が50人以下の小規模企
　業者等、創業予定者
【対象設備】
　道内に設置する生産・加工などに供する機械装
　置等で新品のもの
【設備価格】　　100万円～１億円
＜個別事項＞
【割賦販売の場合】
 ・割賦期間  　10年以内
 ・割賦損料率　年1.8％～2.0％
 ・保証金　　　設備価格の10％
【リースの場合】
 ・リース期間　３～10年
 ・リース料率  2.955％～0.998％（月額）

経済部　地域経済局
中小企業課
高度化資金係
（２６ー３７８）

「北海道建設産業支援プラン２０１８」推進事業一覧（令和３年度(２０２１年度)）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

1 (1)経営力の向上 7 高度化資金貸付
事業

中小企業者が設立した事業協同組合等が、事業の
共同化等、中小企業の経営基盤強化を目的として
必要な施設を整備する場合に、北海道が長期・低利
の資金を直接貸付ける。
【相手方】
　・事業協同組合、協業組合等
【対象施設】
　・土地、建物、構築物、設備
【貸付限度】
　・貸付対象施設の取得に要する費用の原則80％
　以内
【貸付利率】
　・年0.35 ％(特定の事業については無利子)
【償還期間】
　・20年以内（据置期間3年以内）
【その他】
　・貸付にあたっては物的担保、連帯保証人等を必
　要とする。

経済部　地域経済局
中小企業課
高度化資金係
（２６ー３７８）

8 建設業経営効率化
庁内連携会議の
開催

「建設業経営効率化庁内連携会議」の開催により、
道庁内における「建設業経営効率化」の取組を推進
する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

9 地方建設業
経営効率化協議会
の開催

施工現場の効率化に向けた三者検討会や、現場代
理人･工事監督員を対象とする研修の充実強化など
に関する協議などを行う「地方建設業経営効率化協
議会」を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

10 経常建設共同
企業体の活用

経常建設共同企業体の結成により、継続的な協業
関係を確保し、経営力や施工力の強化に取り組む
企業の活用を図る。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

11 競争入札参加資格
審査における合併
企業に対する優遇
措置

真に経営力・技術力の強化に資するための合併等
に対し、競争入札参加資格の優遇措置を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

1 (1)経営力の向上 12 早期の単価変更
による、実勢を
反映した労務単価
による積算

労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計労務
単価へ反映させるための調査を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

13 設計資材単価の
毎月改定と予定
価格の適切な設定

設計資材単価について毎月改定を行い、適切な予
定価格の設定に努める。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

14 不調・不落等の
工事における
見積りを活用した
入札の検討

積算価格と実勢価格に乖離が見られる場合、入札
参加者から見積りを求め予定価格に反映させること
により、円滑な事業の執行や受注者の適正な利潤
の確保を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６５）

15 遠隔地からの
労働者・建設
資材等の調達に
伴う設計変更

労働者や建設資材等のひっ迫が生じ、やむを得ず
遠隔地から調達せざるを得ない場合、実態を反映し
て設計変更することにより、受注者の適正な利潤の
確保を図る。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６５）

16 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注

早期発注や、余裕のある工期の設定に努めるなど、
施工時期等の平準化に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
計画係
（２９－８６８）

17 三者検討会の開催 道発注工事において、工事を円滑に施工するため、
工事施工前に発注者、施工者、設計者による施工
条件や設計の考え方などの確認を行う三者検討会
の推進を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

18 設計変更確認会議
の実施

適切な設計変更手続きや工事完成検査が円滑に行
われるよう、受発注者間で設計変更内容や工事書
類の簡素化等について確認共有するため、設計変
更確認会議を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

19 中小企業者等に
対する受注機会
の確保

「中小企業者等に対する受注機会の確保に関する
推進方針」に基づき、公共工事に関する発注にあた
り、道内中小建設業者の受注機会の確保・拡大に
努める。

経済部　地域経済局
中小企業課
小規模企業係
（２６－２２０）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

1 (1)経営力の向上 20 下請における道内
建設業者の活用

道発注工事の工事請負業者に対して、道内建設業
者を下請に選定するよう要請する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

21 他の機関への受注
機会確保の要請

国、ＪＲ北海道、東日本高速道路（株）、(独）鉄道建
設・運輸施設整備支援機構鉄道建設本部北海道新
幹線建設局などの発注機関に対し、道内中小建設
業者の受注機会の拡大のための措置を講ずるよう
要請する。

建設部　建設政策局
建設管理課
調整係
（２９－７０２）

22 高断熱・高気密の
特性を活かした
住宅関連事業の
拡大

住宅見本市への出展や欧露部との寒冷地建築地
域間交流などにより、高断熱・高気密の特性を活か
した住宅関連事業の道外・海外市場への販路拡大
を促進する。

建設部　住宅局
建築指導課
普及推進係
（２９－４６８）

23 既存住宅の性能
向上リフォーム・
流通の促進

既存住宅のバリアフリー、省エネルギー、耐震性能
などの基本性能の向上を図り、良質な住宅ストック
の形成を進めるため、改修技術の普及を図る。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

24 サービス付き
高齢者向け賃貸
住宅の普及促進

民間事業者等に対してサービス付き高齢者向け賃
貸住宅の普及促進を図る。

建設部　住宅局
建築指導課
普及推進係
（２９－４７１）

25 循環型の住宅市場
の形成

既存住宅の現況調査、改修等施工履歴情報の記録
保管、住宅品質情報の提供などにより、質の高い既
存住宅流通の促進に取組む。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

(2)生産性の向上 26 ICTを活用した
工事現場での
施工や書類作成
の省力化による
生産性の向上

ＩＣＴ建設機械での施工、TSによる出来形管理及び
遠隔臨場による工事現場の確認等、ＩＣＴの活用に
より生産性の向上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

27 建設業担い手対策
支援事業

建設業団体等が行う入職促進や定着促進、生産性
の向上を図る取組に補助する。
【補助対象団体】
・北海道建設業協会、地方建設業協会、業種別団
体
【補助対象事業】
 ・担い手の確保・育成・定着及び生産性の向上を
　図る研修、セミナー等
【補助率及び補助額】
・補助対象経費の１/２以内
・限度額100万円

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

28 建設現場における
現場打ち
コンクリートの
生産性の向上

熟練した技能を必要とせず、施工効率の高い「機械
式鉄筋定着工法」、「機械式継手工法」、「流動性の
高いコンクリート」の活用を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

1 （2）生産性の向上 29 プレキャスト工法
活用拡大の検討

建設現場の省力化を図るため、コンクリート構造物
のプレキャスト化の推進について検討する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

30 受発注者間の
書類等の簡素化

工事完成前に受注者と発注者が一堂に会し開催す
る設計変更確認会議において、工事書類の簡素化
等について確認・共有することにより、生産性の向
上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１・２９－１６
３）

31 公共工事における
新技術の積極的な
活用

建設工事のコスト縮減、安全・安心の確保、環境保
全やリサイクルの推進などの新技術情報を募集し、
道発注工事において積極的な活用に努める。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

32 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

早期発注や、余裕のある工期の設定に努めるなど、
施工時期等の平準化に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
計画係
（２９－８６８）

33 優れた企業や
現場技術者に
対する表彰

施工技術の一層の向上や品質確保を目的に優秀
業者を表彰するとともに、個々の技術者の技術力向
上に向けた取組意欲を高めるため、特に優れた現
場技術者を表彰する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

(3)技術力の向上 34 優れた企業や
現場技術者に
対する表彰
【再掲】

施工技術の一層の向上や品質確保を目的に優秀
業者を表彰するとともに、個々の技術者の技術力向
上に向けた取組意欲を高めるため、特に優れた現
場技術者を表彰する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

1 (3)技術力の向上 建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

35 競争入札参加資格
審査における技術
力の評価

競争入札参加資格審査において、工事施行成績に
対する評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

36 競争入札参加資格
審査における合併
企業に対する優遇
措置

真に経営力・技術力の強化に資するための合併等
に対し、競争入札参加資格の優遇措置を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

【再掲】 水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

37 総合評価落札方式
での技術力の評価

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式
を充実し、技術力の向上に取り組む企業に対する
評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

1 (3)技術力の向上 38 経常建設共同
企業体の活用
【再掲】

経常建設共同企業体の結成により、継続的な協業
関係を確保し、経営力や施工力の強化に取り組む
企業の活用を図る。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

39 公共工事における
新技術の積極的
な活用
【再掲】

建設工事のコスト縮減、安全・安心の確保、環境保
全やリサイクルの推進などの新技術情報を募集し、
道発注工事において積極的な活用に努める。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

40 北方型住宅・きた住
まいる制度の推進

北海道にふさわしい質の高い住宅である「北方型住
宅」の推進と建築技術の向上を図り、良質な住宅ス
トックの形成を支援する。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

41 住宅技術講習会の
開催

住宅建設に携わる技術者の技術力向上を図るた
め、講習会等を開催する。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

２　技術をつなぐ担い手確保･育成の強化

(1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

42 テレワーク環境整備
事業

テレワークの普及・定着のため、厚生労働省の「人
材確保等支援助成金」に上乗せ補助を実施する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４７０）

43 働き方改革関連特
別相談窓口の設置

働き方改革やテレワークに関する地域の中小企業
等の相談対応の強化を図るため、本庁及び各（総
合）振興局に相談窓口を設置し、国と連携した専門
家による助言・相談等を行う。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６９）

44 非正規雇用労働者
正社員化等推進事
業

非正規雇用労働者の正社員化を図るため、専門家
による個別支援を実施するとともに、経営層及び人
事・労務担当者を対象としたセミナーを開催する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６７）

45 中小企業労働福祉
推進事業

労働時間短縮並びに男女間の就労環境の格差解
消をはじめ、重要な労働問題のテーマ等について、
中小企業の事業主や労働者に対して普及啓発を行
い、中小企業における労働福祉の向上を図るととも
に、職業病・労働災害を防止し労働者の安全と健康
を確保するため、意見交換等を実施する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６９）

46 中小企業労働相談 労使からの相談に対応するため、労働相談ホットラ
インによる相談業務を委託により実施するとともに、
全道１５カ所に中小企業労働相談所を設置する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６９）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

47 誰もが働きやすい
職場環境づくり
事業

仕事と家庭が両立できる職場環境の整備を含めた
働き方改革の推進を図るため、「北海道働き方改革
推進企業認定制度」や表彰の実施などにより、両立
支援に取り組んでいる企業を支援する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６９）

48 建設雇用改善優良
事業所知事表彰

建設労働者の雇用改善及び建設業に従事する季
節労働者の通年雇用化促進のための環境整備等
について積極的な活動を展開し、その成果がみられ
る中小建設事業所に対し、その努力と功績をたたえ
るとともに、建設労働者の雇用の改善を図る。

経済部　労働政策局
雇用労政課
雇用労政係
（２６－７７３）

49 ICTを活用した
工事現場での
施工や書類作成
の省力化による
生産性の向上
【再掲】

ＩＣＴ建設機械での施工、TSによる出来形管理及び
遠隔臨場による工事現場の確認等、ＩＣＴの活用に
より生産性の向上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

50 週休2日工事の
導入

建設産業における労働環境改善のため、週休２日
工事を導入する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

51 労働環境改善
プロジェクトの
実施

土日の作業となる依頼や勤務時間外の打合せを行
わない取組により、労働環境を改善する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

52 適切な賃金水準を
確保するための
調査の実施

労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計労務
単価へ反映させるための調査を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

53 適切な賃金水準の
確保の要請

設計労務単価改定に伴う対応状況や賃金に対する
考え方に関するアンケート調査の結果を踏まえて適
切な賃金水準確保の要請を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

54 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

早期発注や、余裕のある工期の設定に努めるなど、
施工時期等の平準化に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
計画係
（２９－８６８）

- 14 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

55 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）

建設工事現場における安全管理意識の高揚を啓発
するため、道発注の建設工事現場において、安全
パトロールを実施し、施工体制や安全対策等の適
正化について指導・啓発を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

56 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方
式のなかで主任技術者等の教育や、新卒者等の雇
用、通年雇用化、女性の活躍支援など、人づくりの
強化に取り組む企業に対する評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

57 建設業退職金
共済制度実態調査

建設現場に従事する季節労働者等の福祉制度であ
る建設業退職金共済制度の加入状況等を把握する
ため、道発注の建設工事現場において、実態調査
を実施する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

58 社会保険加入状況
の「見える化」

「建設業者等企業情報検索システム」に建設業許可
業者の保険加入状況に関する情報を追加する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

59 社会保険未加入
企業への指導等

建設業許可申請時や工事の発注時等において社
会保険の未加入企業への是正指導等を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

60 一人親方等の安全
及び健康の確保

建設業団体や道発注工事の請負業者等に対して、
一人親方等に対する労災保険の特別加入制度の
周知を図る。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

61 建設キャリアアップ
システムの周知

建設キャリアアップシステムの加入促進を図るた
め、建設業者団体等を通じ周知を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

(2)技術をつなぐ担い手の確
保

62 北海道建設産業
担い手確保・育成
推進協議会

道内における建設業団体、職業訓練機関、関係行
政機関等が技術者・技能者などの担い手の現状や
課題に関する認識を共有し連携を強化するなど、担
い手の確保・育成の取組の効果的な推進につなげ
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

63 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

建設産業支援の総合的な窓口である「北海道建設
業サポートセンター」において各種支援施策などの
情報提供や、中小企業診断士、公認会計士による
指導・助言などを行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

64 メールマガジンの
配信
【再掲】

建設産業の役割、重要性の発信や、各種支援施策
などの情報をタイムリーに提供するため、メールマ
ガジン「建設業チャレンジ通信『道知るべ』」を発行す
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

65 建設業担い手対策
支援事業
【再掲】

建設業団体等が行う入職促進や定着促進、生産性
の向上を図る取組に補助する。
【補助対象団体】
　・北海道建設業協会、地方建設業協会、業種別団
体
【補助対象事業】
  ・担い手の確保・育成・定着及び生産性の向上を
　図る研修、セミナー等
【補助率及び補助額】
  ・補助対象経費の１/２以内
　・限度額100万円

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

66 建設産業担い手対
策推進事業

建設業団体や教育関係機関等と連携し、建設産業
への入職促進・定着促進を図る担い手対策を実施
する。
○建設産業ふれあい展
　・将来の担い手確保を目的に、子供や保護者等
　を対象に、建設産業を身近に感じてもらうため、
　建設産業の役割や魅力を伝えるパネル展示な
　どを関係団体と連携し実施する。
○ＩＣＴ体験講習会
　・高校生を対象に、ＩＣＴ技術により生産性の向
　上や作業の安全性・軽減が進む建設業の現状
　を伝え、建設産業への入職促進を図る。
〇若手建設産業就業者と高校生の意見交換、
　 現場見学会
　・高校生を対象に、若手建設産業就業者との意
　見交換や現場見学を通じ、就職後の職場状況
　や仕事内容、勤務形態などを伝え、建設産業
　の職場実態の理解促進を図る。
○建設産業入職支援事業
　・建設業団体やハローワークと連携し、求職者・
　転職者や学生等を対象に、建設産業の経営動
　向の紹介や会社説明を行う相談会を開催し、
　建設産業への入職支援を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

67 若年労働者
雇用対策事業
（北海道就業支援セ
ンター事業）

ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、若者をは
じめ、再就職を目指す中高年や、再就職を希望する
子育て中の女性等に対し、カウンセリングやセミ
ナーなど、きめ細かな就職支援を実施する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就業推進係
（２６－４６２）

68 人材誘致促進事業 道外学生の道内就職を促進するため、道外大学就
職担当者に道内企業を紹介する説明会を開催する
ほか、大学主催の就職相談会へ参加し学生に就職
情報を提供するなど、大学との連携を強化する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５２９）

69 北海道
Ｕ・Ｉターンフェア
（合同企業説明会）

首都圏においてＵ・Ｉターンフェアを開催し、北海道で
の就職を希望するＵ・Ｉターン希望者が、道内企業か
ら直接説明等を受ける機会を提供するとともに、Ｕ・Ｉ
ターン希望者に対し、道内雇用・生活関連情報の提
供等を行う。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５２９）

- 17 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

70 ＵＩＪターン新規就業
支援事業

東京圏からのＵＩＪターンによる新規就業を促進する
ため、移住支援金を交付する市町村に対して補助
するとともに移住支援金対象法人を掲載するマッチ
ングサイトを運営する。
【対象】
東京23区の在住者、東京圏在住の東京23区への通
勤者で道内に移住し､道が選定した中小企業等へ
の就業した者
【移住支援金】
世帯：100万円、単身60万円

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５２９）

71 北海道短期おしごと
情報サイト

新型コロナウイルス感染症の影響による人手不足
への緊急的な対応として、人手不足にある企業等と
一時帰休などの状況にあって短期的に働きたい希
望を持つ方々などを繋げる情報サイトを運営する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

72 異業種チャレンジ奨
励事業

新型コロナウイルス感染症の影響による離職者の
早期就職と道内企業の人材確保を支援するため、
人手不足が深刻な対象職種に異業種から正社員等
として就職した場合、離職者及び企業に奨励金を支
給する。
【対象】
･コロナ禍により離職し、対象職種に就職した者
　（対象職種：建設、介護・医療、農林漁業等）
・上記の者を雇用した道内企業
【奨励金】
・就業者：30万円、（※転居を要する場合＋実費
　　　　　　（上限20万円））
・企　　業：30万円

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

73 外国人材採用相談
会の開催（外国人材
確保支援事業費）

円滑な外国人材の確保を支援するため、道内企業
等を対象に、外国人材の確保に向けたノウハウ等
のセミナーや個別企業の状況に応じた個別相談を
道内６地域にて実施する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

74 海外人材確保緊急
支援モデル事業

道内企業の人材確保を支援するため、道内企業
が、海外から外国人技能実習生等を受け入れる
際、国による新型コロナウイルス感染症に関する水
際対策（14日間の公共交通機関不使用等）に対応
するための宿泊費用を支援する。
【対象】
対象外国人を雇用する道内企業
【補助金】
１人１万円／泊（上限）×15泊（上限）

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

75 住宅、社会資本
整備等のパネル展
の開催

建設産業が担っている、住宅や社会資本の整備な
どについて、広く道民に紹介するためパネル展を開
催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－717）

建設部　建設政策局
維持管理防災課
事業調整係
（２９－７６４）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

建設部　土木局
道路課　道路企画係
（２９－２１４）

建設部　土木局
河川砂防課
事業調整係
（２９－３１１）

建設部　土木局
河川砂防課
砂防係
（２９－４２１）

建設部　土木局
河川砂防課
災害復旧係
（２９－４２５）

建設部　まちづくり局
都市環境課
下水道計画係
（２９－６１９）

建設部　まちづくり局
都市環境課
公園計画係
（２９－６１５）

建設部　まちづくり局
都市環境課
街路計画係
（２９－５６９）

建設部　住宅局
建築指導課
企画係・普及推進係・主
査（空き家対策）
（２９－４６８）

建設部　住宅局
建築指導課
建築安全係
（２９－４７９）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

76 出前講座の実施 建設産業の仕事の役割や魅力を理解してもらうとと
もに、職業観・就業意識を育てるため、中学校や高
校において出前講座を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

77 学生等を対象とした
建設現場見学会へ
の支援

建設産業への理解を深めるため、高校生等を対象
として各地域の建設業協会等が実施する建設現場
見学会の取組を支援する。

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

78 高校生就業体験活
動推進事業

高校生が地域や地元の企業等との相互の連携・協
力関係を確立し、小・中学校のほか、建設業、観光
業など大学進学が前提となる資格を要する職業に
おけるインターンシップを実施し、望ましい勤労観、
職業観の育成を図る。

教育庁　学校教育局
高校教育課
キャリア教育指導係
（３５－７２７）

79 高校生建築デザイン
コンクール事業

将来建築技術者を志す工業高校（建築系）の生徒を
対象として、将来の建築技術者としての経験・財産
となるよう公共建築物のデザインコンクールを実施
する。

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

80 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方
式のなかで主任技術者等の教育や、新卒者等の雇
用、通年雇用化、女性の活躍支援など、人づくりの
強化に取り組む企業に対する評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

81 冬期増嵩経費措置
事業

季節労働者の通年雇用化を促進するため、道の単
独事業で夏期に発注を予定している工事のうち、冬
期の工事に必要な増嵩経費を措置し、一部工事を
繰り延べ発注することによって、冬期施工を推進し、
冬期就労の場の確保を図る。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就労支援係
 （２６ー４５３）

82 季節労働者
通年雇用促進地域
対策事業

季節労働者の通年雇用化を促進するため、国の通
年雇用促進支援事業を受託する地域の関係者から
構成される協議会に参画し、季節労働者の資格取
得に要する経費助成など地域独自の取組を実施す
る。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就労支援係
 （２６ー４５３）

(3)技術をつなぐ担い手の育
成

83 北海道建設産業
担い手確保・育成
推進協議会
【再掲】

道内における建設業団体、職業訓練機関、関係行
政機関等が技術者・技能者などの担い手の現状や
課題に関する認識を共有し連携を強化するなど、担
い手の確保・育成の取組の効果的な推進につなげ
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

84 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

建設産業支援の総合的な窓口である「北海道建設
業サポートセンター」において各種支援施策などの
情報提供や、中小企業診断士、公認会計士による
指導・助言などを行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

85 メールマガジンの
配信
【再掲】

建設産業の役割、重要性の発信や、各種支援施策
などの情報をタイムリーに提供するため、メールマ
ガジン「建設業チャレンジ通信『道知るべ』」を発行す
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (3)技術をつなぐ担い手の育
成

86 週休2日工事の
導入
【再掲】

建設産業における若者の入職や定着率向上を図る
ため、週休２日工事を導入する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

87 道立高等技術
専門学院における
建設関連人材育成

○建築技術科（札幌、函館、旭川、北見、帯広、
　釧路）における技能者の育成
　・２年間の施設内訓練により建築大工等を養成
　　［訓練定員：各２０名（函館、北見、釧路は各１０
　　名）］
○能力開発セミナーによる建設関連企業在職者の
　スキルアップ
　・Ｒ３年度計画では、木造建築科、土木科、管工
　 事科、電気工事科などのコースを実施予定。
　　（12コース、１７０名）

経済部　労働政策局
産業人材課
公共訓練係
（２６－５２３）

○委託訓練による求職者を対象とした建設分野の
　人材育成
　・R３年度計画では、建設分野の訓練を7コース
　　定員120名で実施予定。
　・うち、技能、企業実習、座学を組み合わせた建
　 設人材育成コースは1コース（15名）設定。

経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５１７）

88 事業内職業訓練
事業費補助

職業能力開発促進法に定める訓練基準に従い、知
事の認定を受けて職業訓練を行う中小企業事業主
団体等に対し、運営費及び機械整備費等に要する
経費を補助する。
○事業内職業訓練運営費補助金
　【補助対象者】
　・認定職業訓練を実施する職業能力開発促進法
　第13条に規定する事業主等又はその連合団体
　【補助対象経費】
　・認定職業訓練のうち集合して行う訓練に要する
　経費
　　ア　指導員・講師等の謝金、建物の借上及び教
　　　材費等の経費
    イ  その他管理運営に要する経費のうち特に必
　　　要と認める経費
　【補助率】
　 ・補助対象経費の2/3以内

経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５１８）

○事業内職業訓練設備整備費補助金
　【補助対象者】
　・認定職業訓練を実施するため職業訓練共同設
　備を整備する市町村又は中小企業事業主団体
　【補助対象経費】
　・集合して行う学科及び実技の訓練に使用する
　教室、実習場の機械器具等の整備に要する経費
　で購入価格が１点２０，０００円以上のもの
　【補助率】
　・補助対象経費の2/3以内
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (3)技術をつなぐ担い手の育
成

89 技能士重用制度 道の発注する建設工事について、技能士の積極的
な活用を図る。

経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５１８）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

建設部　建築局
建築保全課
建築技術係
（２９－８７２）

90 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方
式のなかで主任技術者等の教育や、新卒者等の雇
用、通年雇用化、女性の活躍支援など、人づくりの
強化に取り組む企業に対する評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

91 産業貢献賞（労働
関係功労者）

多年にわたり職務に精進し、その有する技能が極め
て優れているとともに、後進技能者の育成に尽力す
るなど他の技能者の模範と認められた者を知事が
表彰し、技能者の社会的地位及び技能水準の向上
を図る。

経済部　労働政策局
産業人材課
産業人材係
（２６ー５０３）

92 建設業担い手対策
支援事業
【再掲】

建設業団体等が行う入職促進や定着促進、生産性
の向上を図る取組に補助する。
【補助対象団体】
　・北海道建設業協会、地方建設業協会、業種別団
体
【補助対象事業】
  ・担い手の確保・育成・定着及び生産性の向上を
　図る研修、セミナー等
【補助率及び補助額】
  ・補助対象経費の１/２以内
　・限度額100万円

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (3)技術をつなぐ担い手の育
成

93 建設産業担い手対
策推進事業
【再掲】

建設業団体や教育関係機関等と連携し、建設産業
への入職促進・定着促進を図る担い手対策を実施
する。
○建設産業ふれあい展
　・将来の担い手確保を目的に、子供や保護者等
　を対象に、建設産業を身近に感じてもらうため、
　建設産業の役割や魅力を伝えるパネル展示な
　どを関係団体と連携し実施する。
○ＩＣＴ体験講習会
　・高校生を対象に、ＩＣＴ技術により生産性の向
　上や作業の安全性・軽減が進む建設業の現状
　を伝え、建設産業への入職促進を図る。
〇若手建設産業就業者と高校生の意見交換、
　 現場見学会
　・高校生を対象に、若手建設産業就業者との意
　見交換や現場見学を通じ、就職後の職場状況
　や仕事内容、勤務形態などを伝え、建設産業
　の職場実態の理解促進を図る。
○建設産業入職支援事業
　・建設業団体やハローワークと連携し、求職者・
　転職者や学生等を対象に、建設産業の経営動
　向の紹介や会社説明を行う相談会を開催し、
　建設産業への入職支援を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

(4)北の輝く女性の活躍推進 94 北海道建設産業
担い手確保・育成
推進協議会
【再掲】

道内における建設業団体、職業訓練機関、関係行
政機関等が技術者・技能者などの担い手の現状や
課題に関する認識を共有し連携を強化するなど、担
い手の確保・育成の取組の効果的な推進につなげ
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

95 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

建設産業支援の総合的な窓口である「北海道建設
業サポートセンター」において各種支援施策などの
情報提供や、中小企業診断士、公認会計士による
指導・助言などを行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

96 メールマガジンの
配信
【再掲】

建設産業の役割、重要性の発信や、各種支援施策
などの情報をタイムリーに提供するため、メールマ
ガジン「建設業チャレンジ通信『道知るべ』」を発行す
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

97 建設業担い手対策
支援事業
【再掲】

建設業団体等が行う入職促進や定着促進、生産性
の向上を図る取組に補助する。
【補助対象団体】
　・北海道建設業協会、地方建設業協会、業種別団
体
【補助対象事業】
  ・担い手の確保・育成・定着及び生産性の向上を
　図る研修、セミナー等
【補助率及び補助額】
  ・補助対象経費の１/２以内
　・限度額100万円

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

98 建設産業担い手対
策推進事業
【再掲】

建設業団体や教育関係機関等と連携し、建設産業
への入職促進・定着促進を図る担い手対策を実施
する。
○建設産業ふれあい展
　・将来の担い手確保を目的に、子供や保護者等
　を対象に、建設産業を身近に感じてもらうため、
　建設産業の役割や魅力を伝えるパネル展示な
　どを関係団体と連携し実施する。
○ＩＣＴ体験講習会
　・高校生を対象に、ＩＣＴ技術により生産性の向
　上や作業の安全性・軽減が進む建設業の現状
　を伝え、建設産業への入職促進を図る。
〇若手建設産業就業者と高校生の意見交換、
　 現場見学会
　・高校生を対象に、若手建設産業就業者との意
　見交換や現場見学を通じ、就職後の職場状況
　や仕事内容、勤務形態などを伝え、建設産業
　の職場実態の理解促進を図る。
○建設産業入職支援事業
　・建設業団体やハローワークと連携し、求職者・
　転職者や学生等を対象に、建設産業の経営動
　向の紹介や会社説明を行う相談会を開催し、
　建設産業への入職支援を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

2 (4)北の輝く女性の活躍推進 99 男女平等参画
社会づくり
推進事業

女性の持つ才能や感性などの能力が十分発揮され
ることにより、本道経済や地域づくりを活性化するた
め、オール北海道で女性の活躍を支援する。

環境生活部
くらし安全局
道民生活課女性支援室
男女平等参画係
（２４－１７５）

100 北の女性活躍
サポート事業

社会参画を希望する女性に対し、社会参画の方法
を紹介するほか、企業や団体等を対象に講演会等
を実施し、女性の社会参画及び男女平等意識の底
上げを図る。

環境生活部
くらし安全局
道民生活課女性支援室
男女平等参画係
（２４－１７５）

101 誰もが働きやすい
職場環境づくり
事業
【再掲】

女性の能力発揮や職域拡大を含めた働き方改革の
推進を図るため、「北海道働き方改革推進企業認定
制度」や表彰の実施などにより、女性の活躍推進に
積極的に取り組んでいる企業を支援する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６ー４６９）

102 女性が働きやすい
職場環境づくり

建設現場を男女とも働きやすい職場環境へ改善す
るため、「快適トイレ」を男女別で設置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
(２９－１６５）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

103 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方
式のなかで主任技術者等の教育や、新卒者等の雇
用、通年雇用化、女性の活躍支援など、人づくりの
強化に取り組む企業に対する評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

３　地域の安全･安心の確保

(1)地域力の強化 104 総合評価落札方式
での災害対応等の
評価

総合評価落札方式を充実し、維持や除雪実績、災
害時の協力など地域の安全・安心への貢献度を評
価する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

3 (1)地域力の強化 建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

105 防災協定の拡充 関係機関との防災協定を締結し、災害応急対策の
強化を図る。

建設部　建設政策局
維持管理防災課
施設防災係
（２９－７７１）

106 防災教育、
防災訓練等

市町村や関係機関の連携による実践的な訓練を通
じ、災害応急対策の一層の迅速化、的確化を図る
ほか、訓練を通じ広く一般住民等への防災意識の
高揚を図る。

総務部　危機対策局
危機対策課
教育訓練係
（２２－５６８）

107 長寿命化計画に
おける中長期的
需要見通しの
明示

「北海道インフラ長寿命化計画（行動計画）」に基づ
き策定する個別施設計画に、補修や更新の中長期
的な需要見通しを示す。

建設部　建設政策局
建設政策課
建設政策係
(２９－６６５)

108 中小企業向け
ＢＣＰ普及促進、
策定支援

道と包括連携協定を締結する民間企業とのセミナー
開催など、道内中小企業に対する取組促進を図る。

経済部　地域経済局
中小企業課
経営支援係
（２６－２２６）

(2)市町村との連携強化 109 地域建設業と
市町村との
連携強化

発注者協議会・地方部会において、国、道と市町村
との情報交換や連絡調整、課題への対応等各種施
策の推進を行うなど市町村との連携の強化を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

110 市町村への総合
評価落札方式等
の入札制度の
周知

市町村等が参加する会議等を通じ、市町村に総合
評価落札方式等の入札制度を周知する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

111 担い手３法の趣旨
の周知

市町村等が参加する会議等を通じ、市町村に担い
手３法改正の趣旨を周知する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

４　建設産業の環境整備

(1)新分野や道外などへの進
出

112 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

建設産業支援の総合的な窓口である「北海道建設
業サポートセンター」において各種支援施策などの
情報提供や、中小企業診断士、公認会計士による
指導・助言などを行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

113 メールマガジンの
配信
【再掲】

建設産業の役割、重要性の発信や、各種支援施策
などの情報をタイムリーに提供するため、メールマ
ガジン「建設業チャレンジ通信『道知るべ』」を発行す
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

114 新分野進出
取組事例の紹介

新分野進出事業の参考とするため、これまで新分
野に進出した取組の事例をホームページ等で紹介
する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (1)新分野や道外などへの進
出

115 北海道中小企業
総合支援センター
事業費補助金
【再掲】

中小企業・小規模事業者の経営資源の確保等を支
援するため、中小企業支援法に基づき（公財）北海
道中小企業総合支援センターが行う総合相談等の
各種支援事業に助成する。
○総合コーディネート事業
　中小企業・小規模事業者の経営・法律・下請取
引などの課題についての相談対応とともに診断・助
言を行う。

経済部　地域経済局
中小企業課
経営支援係
（２６－２２３）

116 中小企業競争力
強化促進事業

中小企業の競争力強化の促進を図るため、「北海
道産業振興条例（通称）」に基づき中小企業等が行
う製品開発や市場開拓、人材育成・人材確保等の
取組を支援する。

経済部　産業振興局
産業振興課
産業企画係
（２６－８０９）

117 地域づくり総合
交付金（地域
づくり推進事業
(新産業創造事業)）

地域における新規成長分野を中心とした新産業の
創造に向けた事業及び生活に関連した新たなサー
ビス業の創出に向けた事業を支援する。
【交付対象者】
　・総合振興局長・振興局長が適当と認める者
【交付対象事業】
　・新規成長分野等創造事業、生活産業創出事
　業、新分野進出支援事業
【交付率及び交付額】
  ・対象経費の1/2以内
　・下限額　　１０万円　上限額　３００万円

総合政策部
地域創生局
地域政策課
地域政策係
（２３－４６９）

118 循環資源利用促進
設備整備費補助金

産業廃棄物の排出事業者・リサイクル事業者が行う
リサイクル設備等の整備に補助する。
【対象者】
　・道内の事業所（設置予定を含む）で産業廃棄物
　を排出又は処理する事業者（個人、法人問わな
　い）
【対象事業】
　・自ら排出する産業廃棄物の排出抑制、減量化
　及びリサイクルに係る設備の整備
　・他者が排出する産業廃棄物のリサイクルに係る
　　設備の整備
【補助率及び補助額】
  ・補助対象経費の1/2以内
   (汚泥、廃プラスチック類、建設混合廃棄物又は
　廃石膏ボードのリサイクルに係る設備の整備に
　限り2/3以内)
　　補助上限　排出抑制・減量化　 ５千万円
　　　　　　　　　リサイクル　１億円
　　(通算限度額は一事業者につき５億円)

環境生活部　環境局
気候変動対策課
気候変動適応係
（２４－３２４）

119 リサイクル技術
研究開発補助金

概ね３年以内（具体的な計画が明確なものに限って
はそれ以上も可）の事業化を前提に行われる産業
廃棄物のリサイクル等に係る研究開発に補助する。
【補助対象者】
　・道内に事業所を置く事業者（個人、法人を問わ
　ない）又はそのグループ（代表者は道内事業者
　で、かつ構成員の半数以上が道内事業者である
　者に限る）
【補助対象事業】
　・その成果を事業化することを前提に行う、産業
　廃棄物の排出抑制、減量化及びリサイクルに係
　る研究開発で、次に該当するもの
　・基礎研究（以下と併せて行う場合に限る。）
　・応用研究・実用研究・試作研究・技術改善
【補助率及び補助額】
　・①道内に主たる事務所を置く中小企業、又は全
　構成員のうち半数以上をこれら中小企業が占め、
　かつこれら中小企業のいずれかが代表者となる
　グループ　　　   補助対象経費の2/3以内
　・②①以外   　 補助対象経費の1/2以内
 　　　　　　　       補助上限　１千万円

環境生活部　環境局
気候変動対策課
気候変動適応係
（２４－３２４）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (1)新分野や道外などへの進
出

120 リサイクル産業
創出事業費補助金

企業等が行なう産業廃棄物を利用したリサイクル製
品等の事業化に向けた調査研究（実証実験や市場
調査）や事業実施に当たっての課題解決のための
取組に対する支援を行なう。
【補助対象者】
  ①北海道内に主たる事務所又は事業所を有する
　　者（NPO法人を含む）
  ②概ね上記の者で構成されるグループ
【補助要件】
  ・リサイクル製品の有効性、環境影響、残さ発生
     状況、物流ルート等の検証やコスト算定等を目
     的とするものであること。
　・産業廃棄物の一部又は全部を原料とするリサ
   イクル品の開発等であって、再生利用又は熱
   回収を促進する効果が高いこと。　等
【補助率及び限度額】
　・補助対象事業費の3/4以内
  （大企業のみの場合は1/2以内）
　・500万円以内
　（市場調査のみの場合は200万円以内）

経済部
環境・エネルギー局
環境・エネルギー課
環境産業担当
（２６－１８３）

121 環境エネルギー総
合支援事業

省エネルギーや新エネルギーの開発・導入に資す
る製品・サービスを提供する環境産業の振興を図る
ことを目的に、道内事業者の技術開発や実証研究、
または道内の環境関連の製品開発や事業化を目指
した事業に対し補助する。

【補助対象者】
①道内に主たる事務所または事業所を有する法人
（NPO法人等含む）
②当該法人を含む複数事業者による共同体
【対象分野】
①省エネルギー関連分野
②新エネルギー関連分野
【補助金額】
①技術開発や実証：補助限度額 10,000千円
②製品、サービスの開発や事業化
                               ：補助限度額3,000千円
【補助率】
補助対象経費の2/3以内

経済部
環境・エネルギー局
環境・エネルギー課
環境産業担当
（２６－１８３）

122 中小企業総合振興
資金
【再掲】

「ステップアップ貸付」により、事業規模の拡大、設
備更新による経営効率化を図る中小企業者等に対
し、必要な事業資金を融資する。
【融資対象者】
　事業拡張による事業規模の拡大や情報化の取組
　み、設備の近代化による経営効率化などを図ろう
　とする計画（ステップアップ計画）を有する中小企
　業者等
【資金使途】　事業資金
【融資金額】　8,000万円以内
【融資期間】　10年以内（うち据置 1年以内）
【融資利率】　融資期間に応じて年1.3～1.9%

経済部　地域経済局
中小企業課
金融係
（２６ー３６４）

123 北海道リサイクル製
品認定制度・北海道
リサイクルブランド認
定制度

道内で製造・開発された一定の基準を満たすリサイ
クル品を認定する。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
気候変動適応係
（２４－３３３）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (1)新分野や道外などへの進
出

124 北海道リサイクル製
品認定支援事業費
補助金

北海道リサイクル製品認定に係る品質、環境保全
性への配慮に関する基準の適合を証明するために
実施する試験分析経費を補助する。
○補助対象者
　・北海道リサイクル認定製品の認定を受けた事業
　者

環境生活部　環境局
気候変動対策課
気候変動適応係
（２４－３３３）

125 リサイクル
アドバイザー
派遣事業

産業廃棄物のリサイクル等に取組む道内中小企業
や地域、団体が主催するリサイクル啓発講座などに
対し、技術的・専門的な指導・助言やリサイクルに関
する講演などを行うアドバイザー等の派遣等を実施
する。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
気候変動適応係
（２４－３２４）

126 高断熱・高気密の
特性を活かした
住宅関連事業の
拡大
【再掲】

住宅見本市への出展や欧露部との寒冷地建築地
域間交流などにより、高断熱・高気密の特性を活か
した住宅関連事業の道外・海外市場への販路拡大
を促進する。

建設部　住宅局
建築指導課
普及推進係
（２９－４６８）

127 競争入札参加資格
審査における地域
貢献の加点措置

競争入札参加資格審査において、地域に貢献して
いる企業に対して加点措置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

(2)法令遵守の徹底 128 建設業法など関係
法制度の遵守の
指導

建設工事安全パトロール等の実施を通して、建設業
法・労働安全衛生法などの関係法令の遵守の指導
を強化する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

129 「建設業法令
遵守ガイドライン」
及び「発注者・
受注者間における
建設業法令遵守
ガイドライン」の
周知徹底

建設工事の適正な施工、元請下請関係の適正化な
ど建設業の健全な発展を促進するため、業界団体
等へガイドラインの周知徹底を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

130 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

建設工事現場における安全管理意識の高揚を啓発
するため、道発注の建設工事現場において、安全
パトロールを実施し、施工体制や安全対策等の適
正化について指導・啓発を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (2)法令遵守の徹底 建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

131 建設工事下請状況
等調査

元請・下請関係における契約関係の適正化を図る
ため、道発注の建設工事において元請下請間の契
約状況等の調査・指導を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

132 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

「建設業者等企業情報検索システム」に建設業許可
業者の保険加入状況に関する情報を追加する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

133 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

建設業許可申請時や工事の発注時等において社
会保険の未加入企業への是正指導等を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

134 建設業法に基づく
監督処分の厳正
な対応

不正行為を行った建設業者に対し、建設業法に基
づく監督処分等を厳正に行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

135 建設ホットラインの
活用

建設工事請負契約上のトラブルに関する相談等に
対して、適切な助言を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (3)適正な施工体制 136 「建設産業におけ
る生産システム
合理化指針」の
周知徹底

建設産業の合理的な生産システムの確立に向けた
自主的な取組を促進するため、「建設産業における
生産システム合理化指針」等を建設業者団体等に
対し周知徹底を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

137 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

建設工事現場における安全管理意識の高揚を啓発
するため、道発注の建設工事現場において、安全
パトロールを実施し、施工体制や安全対策等の適
正化について指導・啓発を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

138 建設工事下請状況
等調査
【再掲】

元請・下請関係における契約関係の適正化を図る
ため、道発注の建設工事において元請下請間の契
約状況等の調査・指導を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

139 施工体制点検・
確認要領に基づく
点検

工事現場等における施工体制の点検・確認を行い、
建設業法違反等が認められたときは、許可行政庁
に通知する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

- 30 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (3)適正な施工体制 140 建設業法など関係
法制度の遵守の
指導
【再掲】

建設工事安全パトロール等の実施を通して、建設業
法・労働安全衛生法などの関係法令の遵守の指導
を強化する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

141 建設ホットライン
の活用
【再掲】

建設工事請負契約上のトラブルに関する相談等に
対して、適切な助言を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

142 「建設業等に
おける構造改善
推進懇談会」の開催

建設業等の構造改善の推進や、総合工事業、専門
工事業等の建設業者団体の自主的な協議の場づく
りへの支援として懇談会を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

(4)不良・不適格業者の排除 143 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

「建設業者等企業情報検索システム」に建設業許可
業者の保険加入状況に関する情報を追加する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

144 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

建設業許可申請時や工事の発注時等において社
会保険の未加入企業への是正指導等を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

145 暴力団排除の徹底 「北海道暴力団の排除の推進に関する条例」によ
り、道発注工事からの暴力団関係建設業者の排除
や暴力団員等による不当介入の排除を徹底する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

環境生活部
くらし安全局
道民生活課
道民生活係
（２４－１７６）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (4)不良・不適格業者の排除 146 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

建設工事現場における安全管理意識の高揚を啓発
するため、道発注の建設工事現場において、安全
パトロールを実施し、施工体制や安全対策等の適
正化について指導・啓発を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

147 建設業法など関係
法制度の遵守の
指導
【再掲】

建設工事安全パトロール等の実施を通して、建設業
法・労働安全衛生法などの関係法令の遵守の指導
を強化する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

148 建設工事下請状況
等調査
【再掲】

元請・下請関係における契約関係の適正化を図る
ため、道発注の建設工事において元請下請間の契
約状況等の調査・指導を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

149 施工体制点検・
確認要領に基づく
点検
【再掲】

工事現場等における施工体制の点検・確認を行い、
建設業法違反等が認められたときは、許可行政庁
に通知する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

4 (4)不良・不適格業者の排除 150 建設業法に基づく
監督処分の厳正な
対応
【再掲】

不正行為を行った建設業者に対し、建設業法に基
づく監督処分等を厳正に行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

151 指名停止等の適正
な運用

不正行為等を行った建設業者に対して、指名停止
等により厳正に対処し、公正な競争を妨げたり、公
共工事の品質確保や適正な施工体制の確保等の
支障となる不良・不適格業者の排除に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

152 「建設産業におけ
る生産システム
合理化指針」の
周知徹底
【再掲】

建設産業の合理的な生産システムの確立に向けた
自主的な取組を促進するため、「建設産業における
生産システム合理化指針」等を建設業者団体等に
対し周知徹底を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

153 建設ホットラインの
活用
【再掲】

建設工事請負契約上のトラブルに関する相談等に
対して、適切な助言を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

５　発注者としての取組
(1)「建設業経営効率化」の
取組

154 建設業経営効率化
庁内連携会議の
開催
【再掲】

「建設業経営効率化庁内連携会議」の開催により、
道庁内における「建設業経営効率化」の取組を推進
する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

155 地方建設業
経営効率化
協議会の開催
【再掲】

施工現場の効率化に向けた三者検討会や、現場代
理人･工事監督員を対象とする研修の充実強化など
に関する協議などを行う「地方建設業経営効率化協
議会」を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

156 三者検討会の開催
【再掲】

工事を円滑に施工するため、工事施工前に発注
者、施工者、設計者による施工条件や設計の考え
方などの確認を行う三者検討会の推進を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

157 トータル
マネジメント
委員会の開催

工事を円滑に施工するため、工事発注前の段階に
おいて、用地取得や占用物件移設協議の状況、他
機関との許認可・協議状況等について確認・審議す
るトータルマネジメント委員会を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (2)生産性の向上の取組 158 ICTを活用した
工事現場での
施工や書類作成
の省力化による
生産性の向上
【再掲】

ＩＣＴ建設機械での施工、TSによる出来形管理及び
遠隔臨場による工事現場の確認等、ＩＣＴの活用に
より生産性の向上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

159 建設現場における
現場打ち
コンクリートの
生産性の向上
【再掲】

熟練した技能を必要とせず、施工効率の高い「機械
式鉄筋定着工法」、「機械式継手工法」、「流動性の
高いコンクリート」の活用を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

160 プレキャスト工法
活用拡大の検討
【再掲】

建設現場の省力化を図るため、コンクリート構造物
のプレキャスト化の推進について検討する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

161 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

早期発注や、余裕のある工期の設定に努めるなど、
施工時期等の平準化に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
計画係
（２９－８６８）

162 債務負担行為の
活用

適期施工への取組を推進するため、債務負担行為
を活用し、早期発注に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設政策課
建設政策係
(２９－６６３)

163 CIM等の新しい
設計、施工の
あり方の検討

CIM等の新しい設計、施工のあり方を検討する。 建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

164 受発注者間の
書類等の簡素化
【再掲】

工事完成前に受注者と発注者が一堂に会し開催す
る設計変更確認会議において、工事書類の簡素化
等について確認・共有することにより、生産性の向
上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１・２９－１６
３）

165 設計変更確認会議
の実施
【再掲】

適切な設計変更手続きや工事完成検査が円滑に行
われるよう、受発注者間で設計変更内容や工事書
類の簡素化等について確認共有するため、設計変
更確認会議を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (2)生産性の向上の取組 166 ワンデー
レスポンスの実施

工事現場において発生する諸問題に対し迅速な対
応を行い、適切な工程管理を行うため、ワンデーレ
スポンスを実施する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

(3)担い手確保・育成に関す
る取組

167 競争入札参加資格
審査における担い手
確保の加点措置

競争入札参加資格審査において、担い手の確保に
取り組んでいる企業に対して加点措置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

168 競争入札参加資格
審査における女性
の活躍推進の加点
措置

競争入札参加資格審査において、女性の活躍推進
に取り組んでいる企業に対して加点措置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

169 新規雇用や若年技
術者の配置を優遇し
た総合評価落札方
式の入札実施

総合評価落札方式で、新規雇用や若年技術者の育
成、確保の取組を評価する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

170 競争入札参加資格
者を社会保険等の
加入者に限定

競争入札参加資格者を社会保険等の加入者に限
定する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

171 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

「建設業者等企業情報検索システム」に建設業許可
業者の保険加入状況に関する情報を追加する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

172 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

建設業許可申請時や工事の発注時等において社
会保険の未加入企業への是正指導等を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

173 元請及び下請企業
に係る社会保険
未加入対策の促進

道発注の建設工事において、元請企業と下請企業
を社会保険加入企業に限定する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

174 女性が働きやすい
職場環境づくり
【再掲】

建設現場を男女とも働きやすい職場環境へ改善す
るため、「快適トイレ」を男女別で設置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
(２９－１６５）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

175 競争入札参加資格
審査における働き方
改革推進 の加点措
置

競争入札参加資格審査において、働き方改革推進
企業に対して加点措置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

176 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方
式のなかで主任技術者等の教育や、新卒者等の雇
用、通年雇用化、女性の活躍支援など、人づくりの
強化に取り組む企業に対する評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

177 一人親方等の安全
及び健康の確保
【再掲】

建設業団体や道発注工事の請負業者等に対して、
一人親方等に対する労災保険の特別加入制度の
周知を図る。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

178 施工時期の
平準化と余裕ある
工期での発注
【再掲】

早期発注や、余裕のある工期の設定に努めるなど、
施工時期等の平準化に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
計画係
（２９－８６８）

179 早期の単価変更に
よる、実勢を
反映した労務単価
による積算
【再掲】

労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計労務
単価へ反映させるための調査を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

180 設計資材単価の
毎月改定と予定
価格の適切な設定
【再掲】

設計資材単価について毎月改定を行い、適切な予
定価格の設定に努める。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

181 不調・不落等の
工事における
見積りを活用した
入札の検討
【再掲】

積算価格と実勢価格に乖離が見られる場合、入札
参加者から見積りを求め予定価格に反映させること
により、円滑な事業の執行や受注者の適正な利潤
の確保を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
(２９－１６５）

182 遠隔地からの
労働者・建設
資材等の調達に
伴う設計変更
【再掲】

労働者や建設資材等のひっ迫が生じ、やむを得ず
遠隔地から調達せざるを得ない場合、実態を反映し
て設計変更することにより、受注者の適正な利潤の
確保を図る。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
(２９－１６５）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

183 適切な賃金水準を
確保するための
調査の実施
【再掲】

労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計労務
単価へ反映させるための調査を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

184 適切な賃金水準の
確保の要請
【再掲】

設計労務単価改定に伴う対応状況や賃金に対する
考え方に関するアンケート調査の結果を踏まえて適
切な賃金水準確保の要請を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

185 技能士重用制度
【再掲】

道の発注する建設工事について、技能士の積極的
な活用を図る。

経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５１８）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

建設部　建築局
建築保全課
建築技術係
（２９－８７２）

186 競争入札参加資格
審査における
通年雇用化の
実績のある企業
への優遇措置

道工事における入札参加者の格付の審査に際し、
季節労働者の通年雇用化に取り組んでいる事業者
について、道独自の評価を行い、配慮することによ
り、季節労働者の通年雇用化の取組を促進する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就労支援係
 （２６ー５１８）

187 競争入札参加資格
審査における人材
育成の加点措置

競争入札参加資格審査において、人材育成に取り
組んでいる企業に対して加点措置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (4)地域の安全・安心の確保 188 長寿命化計画に
おける中長期的
需要見通しの
明示
【再掲】

「北海道インフラ長寿命化計画（行動計画）」に基づ
き策定する個別施設計画に、補修や更新の中長期
的な需要見通しを示す。

建設部　建設政策局
建設政策課
建設政策係
(２９－６６５)

189 道路メンテナンス事
業補助

インフラの再構築のため、橋梁定期点検及びそれに
基づく修繕･更新を実施する。

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　土木局
道路課　事業調整係
（２９－２１１）

190 北海道維持管理
業務連絡協議会
との意見交換

住民が安全で安心して暮らせる道路・河川等の維
持管理体制を確立するため、当該協議会との意見
交換を実施する。

建設部　建設政策局
維持管理防災課
治水維持係
（２９－３４６）

191 防災協定の拡充
【再掲】

関係機関との防災協定を締結し、災害応急対策の
強化を図る。

建設部　建設政策局
維持管理防災課
施設防災係
（２９－７７１）

192 総合評価落札方式
での災害対応等の
評価
【再掲】

総合評価落札方式を充実し、維持や除雪実績、災
害時の協力など地域の安全・安心への貢献度を評
価する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

193 競争入札参加資格
審査における防災
活動等の加点措置

競争入札参加資格審査において、維持、防災活
動、除雪実績や建設機械、除雪機械の保有状況に
応じ企業に対して加点措置する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

194 市町村への総合
評価落札方式等
の入札制度の周知
【再掲】

市町村等が参加する会議等を通じ、市町村に総合
評価落札方式等の入札制度を周知する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (5)透明で公正な競争の促進 195 暴力団排除の徹底
【再掲】

「北海道暴力団の排除の推進に関する条例」によ
り、道発注工事からの暴力団関係建設業者の排除
や暴力団員等による不当介入の排除を徹底する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

環境生活部
くらし安全局
道民生活課
道民生活係
（２４－１７６）

196 指名停止等の
適正な運用
【再掲】

不正行為等を行った建設業者に対して、指名停止
等により厳正に対処し、公正な競争を妨げたり、公
共工事の品質確保や適正な施工体制の確保等の
支障となる不良・不適格業者の排除に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

197 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

「建設業者等企業情報検索システム」に建設業許可
業者の保険加入状況に関する情報を追加する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

198 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

建設業許可申請時や工事の発注時等において社
会保険の未加入企業への是正指導等を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (5)透明で公正な競争の促進 199 建設工事下請状況
等調査
【再掲】

元請・下請関係における契約関係の適正化を図る
ため、道発注の建設工事において元請下請間の契
約状況等の調査・指導を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

200 一般競争入札の
実施

入札手続きの客観性・透明性をより高め公正な競争
を促進させる観点から、一般競争入札を実施する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

201 中小企業者等に
対する受注機会
の確保
【再掲】

「中小企業者等に対する受注機会の確保に関する
推進方針」に基づき、公共工事に関する発注にあた
り、道内中小建設業者の受注機会の確保・拡大に
努める。

経済部　地域経済局
中小企業課
小規模企業係
（２６－２２０）

202 一般競争入札に
おける適切な
地域要件の設定

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

入札手続きの客観性・透明性をより高め公正な競争
を促進させる観点から、一般競争入札の適切な活
用を図ることとしているが、この活用に当たっては、
競争性を確保しつつ入札の参加要件として地域要
件を設定することにより、道内中小建設業者の受注
機会の確保に努める。

- 42 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要
所管部課係

内線

5 (5)透明で公正な競争の促進 203 総合評価落札方式
での技術力の評価
【再掲】

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式
を充実し、技術力の向上に取り組む企業に対する
評価を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

204 施工体制点検・
確認要領に基づく
点検
【再掲】

工事現場等における施工体制の点検・確認を行い、
建設業法違反等が認められたときは、許可行政庁
に通知する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０３）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

205 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

建設工事現場における安全管理意識の高揚を啓発
するため、道発注の建設工事現場において、安全
パトロールを実施し、施工体制や安全対策等の適
正化について指導・啓発を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）
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